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税 率 基本は17％（但し、軽減税率あり） 3％から20％（業種形態により異なる） 
仕入税額控除 原則上可能（但し、一定条件あり）  該当なし 
税収の帰属先 中央政府75％：地方政府25％で分割共有 一部業種を除き、原則地方税 
出所：中国税制研究グループ編（2004）、中国財政部、国家税務総局などの資料に基づいて筆者作成。 






 27.8  2.8  間接税 
消費税（物品税）  78.8  7.8  間接税 
車輛取得税  22.3 2.2 直接税 
船舶トン税（税関代理徴収） 
 
0.4  0.0  間接税 





中央 75%、地方 25% 264.2  26.3  間接税 
企業所得税 中央 6 割、地方 4 割 196.5  19.5  直接税 
个人所得税 中央 6 割、地方 4 割 58.2  5.8  直接税 
資源税 海洋石油関係のみ中央 9.0  0.9  直接税 
印紙税 証券取引以外原則地方 9.9  1.0  間接税 






 157.5  15.7  間接税 
城市維持建設税  31.3  3.1  間接税 
房産税（建物税）  13.7  1.4  直接税 
城鎮（都市）土地使用税  15.4  1.5  直接税 
土地増値税（譲渡益に課税）  27.2  2.7  直接税 
車両船舶税  3.9  0.4  直接税 
耕地使用税  16.2  1.6  直接税 
契約税  28.7  2.9  間接税 
葉煙草税  1.3  0.1  直接税 
輸出時の増値税・消費税還付額   -104.3  -10.4    
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表３ 中央・地方間の共有税制度の主な変更点 
税目 1994 年から現在までの主な変更点 中央政府の取り分の変化 
増値税 適用範囲拡大（2013 年 8 月 1 日より、主に地方税だっ
た営業税が増値税へと置き換え中） 
分割比率は変化なし 
資源税 2011 年 10 月までは未徴収だった海洋石油関係の資源










2002 年 1 月より、運輸・郵政・四大国有銀行・三大政
策銀行・海洋石油ガス関連の企業所得税を中央の税収
とし、その他の企業所得税は中央・地方間で折半。03



















税收 中央 省級 市(州)級 県 (県級市･区･特区 )級 
消費税、関税、車両取得税、船舶トン税 100%    
増値税 75% 5% 5% 15% 
企業所得税     
うち、中央政府管轄企業所得税 100%    
     茅台集団、中国煙草集団、瓮福集団、盤江集団
の企業所得税および還付分（負の税収） 
60% 40%   
     中央が貴州省に移譲した中国移動通信など13社
の企業所得税および還付分（負の税収） 
60% 40%   
     中央が一部企業の本部が予納した企業所得税
（含む集中納付の鉄道運輸企業）を省に移譲し
た分および還付分（負の税収） 
 100％   
     その他企業の企業所得税及び還付分（負の税収） 60% 8% 8% 24% 
個人所得税     
  うち、利子所得税 ※1 60% 40%   
     その他個人所得税 60% 8% 8% 24% 
営業税     
  うち、中央政府所管金融保険企業営業税 100%    
     省内重点交通施設建設プロジェクト営業税  100%   
     中央が一定要因により、本省が集中納付した鉄
道運輸企業の営業税のうち本省に移譲した分 
 100%   
     その他企業の営業税  20% 20% 60% 
資源税  20% 20% 60% 
城鎮土地使用税  20% 20% 60% 
都市維持建設税     
  うち、中央が一定要因により、本省が集中納付した鉄道
運輸企業都市維持建設税のうち本省に移譲した分 
 100%   
     その他の都市維持建設税   20% 80% 
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契約税   20% 80% 





税收 中央級 省級 市･県級 
消費税 100%   
 但し、消費税の増量に対して、中央政府が1：0.3の比率で地方に還付した分  100％  
関税、車両取得税、船舶トン税 100%   
増値税    
 うち、電力産業の増値税（省レベルの固定収入とされる） 75％ 25％  
    その他の増値税（市・県の固定収入とされる） 75％  25％ 
    増値税収の増量に対して、中央が1：0.3の比率で地方に還付した分  100％  
企業所得税    
  うち、中央政府管轄企業所得税 100%   
     南方電網・中国電信広東支社・中国移動通信集団広東支社・広東
電網・中国煙草集団広東支社・広東省粤電集団の企業所得税 
60% 40%  
     一部企業の本・支社が中央に納付した企業所得税のうち、還付された分  100％  
     その他企業の企業所得税 60% 20% 20% 
個人所得税（利子所得税を含む） 60％ 20％ 20％ 
営業税    
  うち、中央所管金融保険業（各銀行・各保険会社本店）の集中納付分 100%   
     地方鉄道（三茂鉄道および広梅汕鉄道）と南方航空集団の運輸営
業税、金融保険業営業税（中央の税収とされる各銀行本店・各保
険会社の集中納付分を除く） 
 100%  
     その他企業の営業税  50% 50% 
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契約税   20% 80% 





税收 中央級 省級 市･県級 
消費税 100%   
 但し、消費税の増量に対して、中央政府が1：0.3の比率で地方に還付した分  100％  
関税、車両取得税、船舶トン税 100%   
増値税    
 うち、電力産業の増値税（省レベルの固定収入とされる） 75％ 25％  
    その他の増値税（市・県の固定収入とされる） 75％  25％ 
    増値税収の増量に対して、中央が1：0.3の比率で地方に還付した分  100％  
企業所得税    
  うち、中央政府管轄企業所得税 100%   
     南方電網・中国電信広東支社・中国移動通信集団広東支社・広東
電網・中国煙草集団広東支社・広東省粤電集団の企業所得税 
60% 40%  
     一部企業の本・支社が中央に納付した企業所得税のうち、還付された分  100％  
     その他企業の企業所得税 60% 20% 20% 
個人所得税（利子所得税を含む） 60％ 20％ 20％ 
営業税    
  うち、中央所管金融保険業（各銀行・各保険会社本店）の集中納付分 100%   
     地方鉄道（三茂鉄道および広梅汕鉄道）と南方航空集団の運輸営
業税、金融保険業営業税（中央の税収とされる各銀行本店・各保
険会社の集中納付分を除く） 
 100%  
     その他企業の営業税  50% 50% 
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税目 省 市 県 
増値税の25％分 5％ 5％ 15％ 
企業所得税の40％分 8％ 8％ 24％ 
個人所得税の40％分 8％ 8％ 24％ 
資源税（除く国税分） 2割 2割 6割 
営業税（除く国税分） 2割 2割 6割 
城鎮土地使用税 2割 2割 6割 
都市維持建設税、耕地使


























































税目 海南省 海口市 
増値税の25％分 18.75％ 6.25％ 
営業税（金融、保険業以外） 75％ 25％ 
企業所得税（地方と外資企業
























































税目 省 市・県 
増値税のの25％分 7.5％ 17.5％ 
営業税（金融、保険業以外） 3割 7割 
企業所得税 




















































税目 海南省 海口市 
増値税の25％分 18.75％ 6.25％ 
営業税（金融、保険業以外） 75％ 25％ 
企業所得税（地方と外資企業
























































税目 省 市・県 
増値税のの25％分 7.5％ 17.5％ 
営業税（金融、保険業以外） 3割 7割 
企業所得税 
（中央・省の固定収入分を除く） 3割 7割 
出所：表９と同じ 
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税目 省 市・県 
増値税の25％分 6.25％ 18.75％ 











税目 省 海口市 
増値税の25％分  18.75％ 6.25％ 
営業税（金融、保険業以外） 75％ 25％ 
企業所得税の40％分 30％ 10％ 



























































税目 省 市・県 
増値税の25％分 6.25％ 18.75％ 
営業税（金融、保険業以外） 25％ 75％ 
企業所得税の40％分 10％ 30％ 
個人所得税の40％分 10％ 30％ 





税目 省 海口市 
増値税の25％分 6.25％ 18.75％ 
営業税（金融、保険業以外） 55％ 45％ 
企業所得税の40％分 22％ 18％ 
個人所得税の40％分 22％ 18％ 





税目 省 三亜市・洋浦 
増値税の25％分 8.75％ 16.25％ 
営業税（金融、保険業以外） 35％ 65％ 
企業所得税の40％分 14％ 26％ 
個人所得税の40％分 14％ 26％ 



















































税目 省 市･県 
増値税の25％分 6.25％ 18.75％ 
営業税（金融、保険業以外） 25％ 75％ 
企業所得税の40％分 10％ 30％ 
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表２０ 海南省における省と海口市の間の共有
税配分（2012年バージョン） 
税目 省 海口市 
増値税の25％分 11.25％ 13.75％ 
営業税（金融、保険業以外） 45％ 55％ 
企業所得税の40％分 18％ 22％ 









税目 省 三亜市・洋浦 
増値税の25％分 8.75％ 16.25％ 
営業税（金融、保険業以外） 35％ 65％ 
企業所得税の40％分 14％ 26％ 








































































































































税目 省 市・県 
企業所得税の40％分 20％ 20％ 
個人所得税の40％分 20％ 20％ 
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